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要  旨 

 

本論⽂は、経済産業研究所 2021 年度「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するイ
ンターネット調査」の個票データを⽤いて、新型コロナウイルスが副業の保有に与えた影響を明
らかにする。調査時点に副業をしている雇⽤者の中で新型コロナウイルスをきっかけとするも
のは 42.8%に及び、その⼤半は収⼊減によるものであった。コロナきっかけで副業を必要とする
⼈は、幸福度などのウェルビーイング指標がそうでない⼈よりも低い傾向がある。コロナ禍以外
がきっかけとなる副業では、副業を保有することで副業を希望する⼈よりもウェルビーイング
が⾼い傾向がみられるが、コロナきっかけによる副業では、その傾向はみられなかった。⼀⽅で、
正社員の場合は、労働時間の短縮や職場の閉鎖・⼈員整理にともなう副業の保有は、スキル獲得
や転職・独⽴を志向する傾向がみられた。その点からはコロナ禍による本業の仕事の縮⼩に対し
て、⾃律的にキャリア形成を図る⽬的で副業が選択されていることも⽰唆される。 
 
キーワード：新型コロナウイルス、副業、ウェルビーイング 

JEL classification : J22 
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の成果の⼀部である。本稿の原案に対して、経済産業研究所ディスカッション・ペーパー検討会の出席
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1. はじめに 
わが国において、「働き⽅改⾰」で副業を原則認めるように政策の変更が進められて以降、

副業をするための環境が整備され、副業を認める企業が増加してきた。⼀⽅で、2020 年以
降流⾏が続いた新型コロナウイルスの感染対策である緊急事態宣⾔や⾃粛要請により、労
働時間の抑制や休業する労働者が発⽣したことも、本業労働時間の短縮や休業により、収⼊
が減少する労働者は、収⼊を維持するために副業を始めた可能性がある。また、対⾯による
仕事が困難な状況においてテレワークの利⽤が拡⼤されたが、テレワークの利⽤による通
勤時間の短縮や働き⽅の変化も、副業を持つ割合を⾼めたと考えられる。本論⽂は、新型コ
ロナウイルスがどのようなきっかけで副業を促進したか、ウェルビーイングにどのような
影響を与えていたかを明らかにする。 

新型コロナウイルスによる副業の増加は、複数の統計から明らかにされている。総務省
「就業構造基本調査」によれば、2017 年から 2022 年にかけて副業率（有業者に占める副業
を持つ割合）は 4.0%から 5.5%に増加し、副業を持ちたいと考える割合である副業希望率も
6.6%から 7.7%に上昇している（図表 1-1）。この上昇傾向は、働き⽅改⾰以前の 2017 年と
コロナ禍中である 2022 年の変化であるため、「働き⽅改⾰」によって副業を持つ環境が整
備された影響とコロナ禍の影響の両⽅の効果が混在しているものであるといえる。その点
を踏まえ、⽉次で副業の推移を追うことができる総務省「家計調査」による勤労者世帯の世
帯主の副業率の推移をみると、2018 年まで横ばいで推移していた副業率が、働き⽅改⾰に
よる副業の環境変化が⽣じた 2018 年の後半から上昇し、新型コロナウイルスの感染拡⼤に
対する緊急事態宣⾔が発令された 2020 年 5 ⽉から更に上昇し、そのあとは横ばいで推移し
ている（図表 1-2）。⼆⼈以上勤労者世帯の世帯主という集計対象の違いはあるものの、時
系列の変化として、働き⽅改⾰と新型コロナウイルスは、ともに副業を促進する影響があっ
たと考えられる1。他⽅、アンケート調査からも、コロナ禍において副業を持つ者が増えた
ことは⽰される。コロナ禍における働き⽅をインターネット調査から分析をしている鶴・川
上・久⽶(2022)によれば、2021 年 11 ⽉時点で副業を持っている労働者のうち、コロナウイ
ルスに関連して副業を持つ割合は約 50%であった。 

これまで、副業の研究においては、労働者個⼈のレベルで労働時間の⻑短や、スキル形成
などの⾃⼰啓発意識が副業の保有に影響を与えることが分析されてきたが、それらの個⼈
要因とは別に、マクロレベルの外的なショックにより副業が持たれることが、図表 1-1、1-
2 の集計からは⽰唆される。コロナ禍における副業の増加は、本業の稼働時間の短縮による
影響と考えられるが、これは感染対策のための特殊なケースではない。2008 年の世界⾦融
危機の発⽣時期に、稼働率が縮⼩する⼯場の労働者に対して副業が認められたように、急激

 
1 総務省「家計調査」は調査設計上の課題があり、回答者のバイアスや調査対象の組み替えがあることなども指摘され
ている（宇南⼭, 2011)点も注意する必要がある。 
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な景気悪化に伴う雇⽤の維持の施策として副業が利⽤されてきた2。 
経済環境の変化に対する副業の保有は、収⼊の維持や雇⽤維持の観点から有⽤な雇⽤対

策であると考えられるが、このような副業の保有が労働者のウェルビーイングにどのよう
な影響を与えるかは、まだ⼗分に明らかになっていない。本論⽂は、新型コロナウイルスが
きっかけとなり副業を持つことになった雇⽤者において、ウェルビーイングにどのような
影響があったかを、2021 年 11 ⽉に実施されたインターネット調査である（独）経済産業研
究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」を⽤い
て明らかにする。また、新型コロナウイルスによって副業を持つことになった労働者がどの
ような⽬的で副業を持っていたかもみることで、コロナ禍による収⼊の減少に対して、必ず
しも収⼊を増やすことのみを⽬的とするのではないことも⽰される。 

次節は、副業を持つ要因に関する先⾏研究を概観する。第３節で分析に⽤いるデータの概
要をみる。第４節でコロナ禍の副業がウェルビーイングに与えた影響、第５節でコロナ禍き
っかけによる副業において、どのような⽬的があったかを明らかにする。第６節で分析結果
のまとめと残された課題を⽰す。 
 
 
2. 先⾏研究 

労働経済学の枠組みで副業を分析した初期の研究である Perlman (1966)は、本業の労働
時間の最適化問題において、労働時間の選択に上限が存在する労働時間制約があるときに、
本業よりも賃⾦率が低い副業を持つ選択を⾏うことを⽰している。これは、労働時間が短い
時に副業が保有されることを意味しており、Shishko and Rostker (1976)、Conway and 
Kimmel (1998)、⽇本のデータを⽤いた分析では川上(2017)で実証されている。この関係は
正社員の副業率が 2.7%であるのに対して平均して労働時間が短い⾮正社員の副業率が
7.3%とより⾼くなっていることからも⽰される3。 

最近の研究では、副業の保有動機について⾦銭的⽬的以外のものも注⽬されている。それ
らの研究をまとめている Panos, Pouliakas, and Zangelidis (2014)によれば、従来の収⼊を⽬
的とする動機の他に、芸術活動を副業とするような、副業の仕事の内容そのものを嗜好する
動機（Heineck, Heineck, and Schwarze, 2004; Casacuberta and Gandelman, 2012）、副業を
通じたスキルの向上を⽬的する動機などが挙げられる。副業を通じたスキルの向上にはそ
の動機が重要であることを⽰す研究もある(川上, 2021)。 

他⽅、ミクロレベルの個⼈の就業環境によって副業が選択されるケースとは別に、マクロ
レベルの経済環境が副業の保有割合に影響を与えることを分析している研究に、Amuedo-

 
2 2009 年 2 ⽉ 5 ⽇の⽇本経済新聞朝刊は、富⼠通と東芝が減産を⾏なっている半導体の⼯場社員に対して原則禁⽌で
ある副業を容認したことを報じている。3 ⽉には⽇産で副業に関する労使合意がされたことが報じられている。 
3 総務省「令和４年 就業構造基本調査」の集計より。なお、正社員は⾮正社員と⽐較して副業を持つことを禁⽌され
ている傾向が⾼いことも、正社員の副業率が低い要因となる点も留意する必要がある。 
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Dorantes and Kimmel (2009)がある。Amuedo-Dorantes and Kimmel (2009)は、1979 年時
点で 10, 20 代の若者を対象に継続的に調査しているアメリカ NLSY（National Longitudinal 
Survey of Youth, 1979）を⽤いて、1980 年代において不況時に⼥性の副業率が⾼まるとい
う、副業と景気との間に反循環的な関係を明らかにしている。 

Amuedo-Dorantes and Kimmel (2009)は、その解釈に２つの要因を挙げている。１つは、
Renna (2006)が指摘している仮説で、景気の悪化によって本業の労働時間が減少するため
に、総労働時間を確保するために副業が保有される。そして、失業するリスクを回避するた
めのヘッジとして、副業を持つことを選択するという要因を挙げている。このリスク回避要
因は、Wright, Dolado, and Hart (1997)が BHPS（British Household Panel Survey）によっ
て、実証的に検証されている。 

⼀⽅で、近年は新型コロナウイルスが副業に与えた影響を分析する研究も蓄積されつつ
ある、Asravor (2021)はガーナにおいて、コロナ期に副業が増加しているという状況を受け
て、ロジットモデルの推定結果から、男⼥ともに本業における経済的困難性に対処するため
に副業が保有されていることを明らかにしている。Khera and Kumar (2023)はインドのハ
リヤーナ州の労働者から得ているデータを⽤いて、従来副業の保有には収⼊⾯以外にキャ
リアの成⻑機会や時間活⽤などの様々な要因によって保有される傾向があったが、新型コ
ロナウイルスは、⾦銭⾯の必要性によるプレッシャーにより副業の保有が促進されている
ことを明らかにしている4。 

これらの研究は、分析対象が特定の地域に限られており、まだ⼗分に蓄積されておらず、
副業保有と新型コロナウイルスとの関係については、まだ⼗分に明らかになっているとは
いえない。この点をふまえて、本論⽂は、新型コロナウイルスがどのような経路で副業の保
有に影響を与え、それが主観的なウェルビーイング指標に与える影響を⽰すとともに、コロ
ナ禍においてどのような要因で副業が持たれていたのかを明らかにしたい。 

 
 

3. 分析に⽤いるデータ 
分析に⽤いるデータは、（独）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働

き⽅に関するインターネット調査」である。本調査は、楽天インサイト株式会社に登録され
るアンケートモニターを対象に、2021 年 11 ⽉ 17 ⽇から 25 ⽇にかけて実施されたインタ
ーネット調査である。調査は、在宅勤務、独⽴⾃営、副業、失業といったトピックスについ
て、コロナ前後における変化を幅広くたずねている。 

調査の対象は全国 25 歳から 64 歳の男⼥であり、雇⽤者・独⽴⾃営業者、失業者に対し
て性別×年齢×⽇本の８地域、学歴の割合が 2020 年の労働⼒調査の全国の詳細集計の値と

 
4 ⼀⽅で、副業の保有によって新型コロナウイルスが拡⼤したことを指摘する研究もある。Baughman, Stanley and Smith 
(2020)は、看護師や介護従事者などのケアワーカーにおいて副業をしている割合が⾼いことが、介護施設などにおいて
新型コロナウイルスの拡⼤が進んだことを⽰している。 
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合うように割り付けを⾏い、回収をしている。配信数 89,955 に対して回収数は 12,195 であ
り、回収率は 13.6%であった。このなかで有効回答数は 9,000 であり、その内訳は正社員
40.0%、⾮正社員 26.6%、独⽴⾃営業主 25.0%、失業者は 8.3%である。 

調査では、副業の保有の有無について、「2021 年 10 ⽉（10 ⽉ 1 ⽇から 31 ⽇）に、あな
たは、前問で回答した主な仕事のほかに、兼業・副業をしていましたか。あてはまるものを
お選びください。ただし、ウェブアンケート調査のモニターのお仕事は、兼業・副業に含め
ないでください5」という設問に対して副業を持っているかどうかを回答する形式で訊ねて
いる。 

また、その後の設問では、副業を持っていない個⼈に対して、副業を持ちたいと考えるか
どうかを訊ねている。その回答をまとめると、正社員、⾮正社員、独⽴⾃営業者内の副業率
（就業状況各グループの総数に占める副業保有者の割合）は正社員が 8.9%、⾮正社員が
10.3%、独⽴⾃営業者が 11.5%であった。他⽅、副業希望率（各グループの総数に占める、
副業を持っていないが副業を持つことを希望する割合）は正社員が 44.3%、⾮正社員が
38.6%、独⽴⾃営業者が 37.2 %であった。 

正社員よりも⾮正社員・独⽴⾃営業者の⽅が副業率は⾼いが、副業を希望する割合は正社
員で最も多く、副業に対する（実現はできていない）ニーズが正社員で⾼いことが⽰される。
なお、副業の希望に対する設問で本業の勤め先において副業が「禁⽌されているかどうかに
かかわらず」と⾔及されている点は留意する必要がある。 

ここまでみたように、コロナ禍において副業に対するニーズは⾼まり、副業を持つ割合も
上昇している傾向がある。その点を踏まえて、本調査は、副業希望者・保有者に対して新型
コロナウイルスが副業保有のきっかけとなったかを訊ねている。 

その集計をまとめた図表２をみると、調査が⾏われた 2021 年 10 ⽉時点において本業が
雇⽤者である副業保有者のうち、42.8%がコロナ関連を理由として副業を持ったと回答して
いることがわかる。 

コロナきっかけ理由の中で最も割合の⾼い理由は、副業保有者において収⼊減であり、副
業保有者全体の 28.9%、コロナきっかけ理由の中では 7 割近く（67.5%（=28.9%/42.8%））
も占める。また、本⼈の収⼊減のみならず、家族の収⼊減がきっかけとなり副業を持つ傾向
もみられる（副業保有者の 7.0%）。 

その他のコロナ関連の理由としては、休業、労働時間短縮をきっかけとして副業をもつ傾
向もみられる（それぞれ副業保有者の 5.5％、8.6％）。⼀⽅、コロナきっかけの副業はその
ネガティブなショックへの対応ばかりではない。リモートワークを始めたことによる副業
も、休業と同⽔準確認される（副業保有者の 5.6％）。リモートワークによる副業は、リモー
トワークで本業の勤め先への通勤時間が短縮されたことや、リモートワークで従事できる

 
5 楽天インサイトのウェブモニターは、調査へ回答をすることで報酬を得る。そのため、モニターに登録していること
⾃体が副業をしていることを⽰すため、ここではウェブモニターとしての活動以外の副業を分析の対象とした。 
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副業が選択できるようになったことが⼤きいと考えられる。 
ここで、コロナきっかけの副業理由を評価する際に注意すべき点は、本調査における、コ

ロナ禍をきっかけとして副業を持つことを訊ねる設問は、複数回答であることである。例え
ば、収⼊減と答えた⼈も他の理由も挙げている場合があるわけで重複状況を把握すること
が重要である。重複をまとめた図表 3 によると、重複回答者の割合は多くないことが分か
る。回答者の割合をみると、回答者の収⼊減（24.6％）、その他(9.9%)、家族の収⼊減(6.9%)、
労働時間短縮(6.3%)、リモートワーク(5.8%)といった単独のきっかけの回答が上位を占め、
それらだけで全体の 8 割を占めている。収⼊減ではなく労働時間短縮やリモートワークの
単独回答者の割合がそれなりのウェイトを占めていることは注⽬すべき点である。ただし、
休業をきっかけとする副業は、収⼊減を伴うケースとほぼ同数であり、休業をしている労働
者においては、収⼊減をともなうケースが多い。 

図表 4 は、コロナ禍をきっかけに副業を必要とした個⼈属性および本業の属性をみるた
めに⾏ったプロビット分析の推定結果である。まず、収⼊の減少による副業のニーズ（保有
⼜は希望）は、契約社員や派遣労働者である、年収が低い、男性の場合、⾼い。また、コロ
ナ禍の影響を直接的にうけた宿泊業・飲⾷サービス業、⽣活関連サービス業・娯楽業、サー
ビス業で収⼊減少によるニーズが⾼まっている。他⽅、家族による収⼊減の補填として副業
を必要とするケースについては、男性ダミーが有意に負でないことから、⽥中・坂⼝ (2017)
で指摘されている妻が家計の補助をし、男性の収⼊減を補填するために副業をするという
傾向はみられない。休業・労働時間短縮による副業のニーズは、若年の雇⽤者で⾼いが、雇
⽤形態や職種・業種といった本業の属性については、医療・福祉で休業による副業へのニー
ズが低いこと以外は、本業の属性による差異は確認されなかった。 

 リモートワークによる副業へのニーズは、情報通信業の業種で⾼く契約社員、パート・
アルバイトにおいて有意に負であるため、正社員で相対的に⾼いといえる。他⽅、リモート
ワークの利⽤可能性が低いと考えられる業種（建設業、卸売・⼩売業、宿泊業・飲⾷サービ
ス業、医療・福祉）、職種（サービス職、運輸・通信関連業、⽣産⼯程・労務職）で低い傾
向がみられた。また、労働時間の短さの限界効果も負の値で有意であるが、これは、リモー
トワークの利⽤によって労働時間が短縮された可能性があるため、必ずしも短時間労働者
でリモートワークが利⽤されていることを意味しない点は、注意をする必要がある。 
 
 
4. コロナきっかけの副業がウェルビーイングに与えた影響 

コロナをきっかけに副業を持つことは、果たして望ましい選択であったといえるのだろ
うか。その判断の１つとして、副業の希望者・保有者でウェルビーイングに関する指標に差
異が⽣じるかどうかを、図表 2 でみたコロナきっかけの理由別にみたい。なお、「With コ
ロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」において、ウェルビー
イングに係る指標は、幸福度、⽣活満⾜度が 11 段階、本業の仕事満⾜度が 5 段階、それに
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加えてメンタルヘルスに関する K-10 スコア（範囲は 10-50）を採⽤する6。なお、K-10 ス
コアは値が⼤きいほど精神⾯の健康状態がよいことを表すように、値を反転させている。雇
⽤者を対象に４つのウェルビーイング指標（幸福度、⽣活満⾜度、本業の仕事満⾜度、メン
タルヘルス）まとめた結果は、図表 5 にまとめている。 

副業⾮希望者を基準にし（点線部分）、図表 5 の右端をみると、コロナきっかけの副業希
望・保有者のウェルビーイングはコロナきっかけでない副業希望・保有者よりも低いことが
分かる。また、コロナきっかけでない副業においては、副業希望者より副業保有者の⽅が⾼
くなっているが、本業の仕事満⾜度以外では、コロナきっかけの副業はウェルビーイング指
標をむしろ下げている。 

しかし、コロナきっかけの理由を更に個別にみると、リモートワーク、その他の理由では、
副業希望・保有者のウェルビーイングの⽅が副業⾮保有者のよりも⾼くなる、また、副業保
有者の⽅が希望者よりも⾼くなるケースがみられた（特に、幸福度、⽣活満⾜度）。⼀⽅、
それら以外のコロナきっかけの理由においては、コロナきっかけ理由の全体の動きと同様、
ほとんどのケースでウェルビーイングが副業⾮保有者よりも低くかつ希望より保有の⽅が
更に低いという逆の状況がみられた。特に、労働時間短縮と休業については、すべてのウェ
ルビーイング指標で副業保有者が副業希望者よりも低くなり、また、他の理由と⽐べても副
業保有者のウェルビーイングの⽔準が低い傾向にある。 

まず、リモートワーク理由の副業者のウェルビーイングが⾼くなることは、テレワーク実
施者の⽅が各種ウェルビーイングは⾼いという当調査を利⽤した分析（鶴・久⽶・川上
(2022)）や「全国就業実態パネル調査」を⽤いて、テレワークの制度適⽤されている場合の
テレワークがウェルビーイングを⾼めるという千野 (2020)の分析結果と整合的であると
いえる。ただし、メンタルヘルスについては、リモートワーク理由の場合も副業保有が希望
よりも低くなっていることには留意が必要である。 

リモートワーク理由以外のコロナきっかけ理由の副業はいずれにせよコロナでなんらか
の負のショックを受けて副業を持たざるを得ない環境にあるため、副業⾮保有者よりもウ
ェルビーイングが低くなることは⼗分考えられる。このため、そうした状況を副業保有で改
善できればウェルビーイングは⾼まるはずである。例えば、副業のニーズにおいて労働時間

 
6 幸福度は「全体として、あなたは普段どの程度幸福だと感じていますか」、⽣活満⾜度は「あなたは、あなたの⽣活
全般についてどの程度満⾜していますか」という設問に対する 11 段階の回答を⽤いる。本業の仕事満⾜度は「満⾜し
ている」「やや満⾜している」「どちらともいえない」「少し不満である」「不満である」の５段階の回答を 1-5 点のスコ
アとする。K-10 は「理由もなく疲れ切ったように感じましたか」「神経過敏に感じましたか」「どうしても落ち着けな
いくらいに、神経過敏に感じましたか」「絶望的だと感じましたか」「そわそわ、落ち着かなく感じましたか」「じっと
座っていられないほど、落ち着かなく感じましたか」「ゆううつに感じましたか」「気分が沈み込んで、何が起こっても
気が晴れないように感じましたか」「何をするのも⾻折りだと感じましたか」「⾃分は価値のない⼈間だと感じました
か」に対する５段階の回答「全くない」「少しだけ」「ときどき」「たいてい」「いつも」を 1-5 点のスコアとして合計値
を⽤いる。また、K-10 については、値が⼤きいほど精神⾯の健康状態がよいことを表すように、値を反転させて⽤い
る。 
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制約に着⽬した、Perlman (1966)のモデルでも、労働時間制約下における副業の保有は、⾮
制約の状態にある労働者よりも効⽤の⽔準が下がるが、副業を持つことで効⽤が⾼めるこ
とが想定されている。これは、本業の労働時間と副業の労働時間が完全に代替的な関係でな
い、例えば、複数の仕事を持つことによる労働時間以外の負担や本業の仕事を⼗分にできな
いというフラストレーションがウェルビーイングの低下に影響している可能性が指摘でき
るかもしれない。 

追加的に、⽬的変数であるウェルビーイング指標を決定する要因として、年齢対数値、性
別ダミー、雇⽤形態、業種、職業、所得（本業・副業合計）対数値、労働時間（本業・副業
合計）対数値をコントロールした上で、コロナ禍をきっかけとする副業の保有が持つ影響を
順序プロビット分析で推定を⾏った。推定にあたっては、副業希望者および保有者について
は、コロナきっかけ以外で副業を持つ雇⽤者と、コロナきっかけの理由別（本⼈の収⼊減や
休業など）で副業を希望・保有するサンプルに限定をして推定を⾏っている。また、本業の
雇⽤形態について、正社員と⾮正社員に分けて分析を⾏なう。その推定結果は、図表 6-1、
6-2 の通りである。 

コロナ禍の収⼊減が理由で副業を希望する者は、正社員と⾮正社員ともにコロナきっか
け以外の理由で副業を希望・保有する者よりも各ウェルビーイング指標は低い。労働時間の
減少に関する休業や本業の労働時間が短縮されたことによる副業保有は、副業を希望する
段階ではコロナ禍以外の副業希望との間でウェルビーイング指標に差異がみられないが、
正社員については、休業がきっかけによる副業は⽣活満⾜度とメンタルヘルス、労働時間短
縮きっかけでは幸福度において副業保有が希望よりも低くなっている。ただし、休業がメン
タルヘルスに与える影響と労働時間短縮が幸福度に与える影響については、有意⽔準が
10%基準である場合に効果があると判断されている。 

また、リモートワークについては、正社員では、副業⾮希望者よりも副業希望者の⽅が幸
福度、⽣活満⾜度は有意に⾼いが、メンタルヘルスは有意に低く、図表 5 と同様の結果にな
っている。⼀⽅、⾮正社員については、上記のような差異はみられないが、リモートワーク
の副業保有は副業希望より幸福度、⽣活満⾜度が⾼くなっており、図表 5 の結果とも整合
的であり、これは主に⾮正社員の影響を受けているといえる。 
 
5. コロナきっかけ理由の副業で何が志向されているのか 
「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」では、副業
を持つきっかけとしてのコロナ禍の他に、なぜ副業を持つのかという動機についても訊か
れている。この設問は副業を希望・保有する理由に関する 15 項⽬で構成されており7、鶴・

 
7 「収⼊を得るため」「転職したいから」「独⽴したいから」「趣味の延⻑として」「新しい知識や経験を得るため」「⾃
分が活躍できる場を広げたいから」「様々な分野の⼈とつながりができるから」「現在の仕事で培った能⼒を活⽤するた
め」「時間のゆとりがあるから」「副業のほうが本当に好きな仕事だから」「本業の仕事の性格上、別の仕事をもつこと
が⾃然だから（⼤学教員、研究者など）」「仕事を頼まれ、断りきれなかったから」「家業を⼿伝うため」「本業に役に⽴
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川上・久⽶(2022)において、他の理由を含まず「収⼊を得るため」のみを⽬的とする「収⼊
⽬的」、副業を通じて、知識や経験・⼈的ネットワークを得ることを求める「スキル獲得⽬
的」、本業の仕事を変える準備に副業を持つ「転職・独⽴⽬的」、余暇の活⽤として副業をす
る「趣味・余暇⽬的」、そして、本業の仕事を通じて得られるネットワークによる仕事依頼
や家業の⼿伝いなどの外的要因による「⼈間関係・家族関係理由」の５つの⽬的・理由にタ
イプ分けを⾏っている8。なお、これら５つの⽬的・⽬標は「収⼊⽬的」を除いて他の⽬的
と重複するケースを除いていない9。副業の⽬的・⽬標の違いは、そのウェルビーイングに
関する指標や本業の役に⽴つスキルが得られるかにも影響を与えるという研究成果も得ら
れている(川上, 2021; 鶴・川上・久⽶, 2022)。 

これまで検討してきたコロナきっかけの各理由と上記の５つの⽬的・⽬標は収⼊関連に
ついては重なるものの、以下のように分けて考えることができる。コロナきっかけの各理由
は異なる外的ショックを⽰しているとみられるが個⼈がコントロールしづらい要因と考え
らえる。 

⼀⽅、上記の５つの⽬的・⽬標は、副業を通じて将来に向けて何を志向し、実現したいか
に重きを置いていると考える。⾔い換えれば、コロナきっかけの理由は副業希望・保有者の
視点に⽴てば、バックワード・ルッキングな視点であり、上記 5 つの⽬的はフォワード・ル
ッキングな視点といえる。例えば、リモートワークの利⽤で副業の可能性が広がった場合、
そこから趣味を活かすことを⽬指す副業を⾏うか、⾃⼰啓発的にスキルを⾼めることを志
向する副業を⾏うかには違いがあるといえる。その点を踏まえ、ここまでみてきたコロナ禍
を契機とする副業が将来に向けて何を志向、⽬指し、実現したいかを、シンプルなプロビッ
ト分析から推定を⾏った。その推定結果は、図表 7 にまとめている。上記５つの⽬的・⽬標
の副業を収⼊獲得志向型副業、スキル獲得志向型副業、転職・独⽴志向型副業、趣味・余暇
活⽤志向型副業、⼈間関係・家族関係重視志向型副業と呼び、被説明変数とするとともに、
コントロール変数には、性別、年齢対数値、本業の雇⽤形態・業種・職業、本業の所得対数
値と労働時間帯数値を加えており、本業の正社員と⾮正社員に分けて推定を⾏なっている。 

まず、コロナ禍による収⼊の減少は、収⼊獲得志向型副業を⾏う傾向を⾼める。同時に、
転職・独⽴志向型副業を⾏う傾向がみられる。コロナ禍で本業の待遇が悪化するなかで、本

 
つから」「その他」の 15 項⽬である。 
8 「収⼊⽬的」は、他の理由を含まず「収⼊を得るため」のみを⽬的とする場合、「新しい知識や経験を得るため」「⾃
分が活躍できる場を広げたいから」「様々な分野の⼈とつながりができるから」「現在の仕事で培った能⼒を活⽤するた
め」のいずれかを含んでいる場合は「スキル獲得⽬的」、「転職したいから」「独⽴したいから」のいずれかを含む場合
は「転職・独⽴⽬的」、「趣味の延⻑として」「時間のゆとりがあるから」「副業のほうが本当に好きな仕事だから」のい
ずれかを含む場合は「趣味・余暇⽬的」、そして、「本業の仕事の性格上、別の仕事をもつことが⾃然だから（⼤学教
員、研究者など）」「家業を⼿伝うため」による「⼈間関係・家族関係理由」と分類している。 
9 副業の保有においても収⼊のみを⽬的とするものは多い（(川上 2017)。⼀⽅で、スキル形成や趣味・余暇の⽬的と
するケースにおいても収⼊を得ることも⽬的に含まれることが多いことから、本論⽂においては収⼊については、それ
のみを⽬的とするものとして区分する。 
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業で減少する収⼊の補填と転職・独⽴のために副業が持たれていた傾向がみられる。 
正社員においては、休業、労働時間短縮、離職、リモートワークをきっかけにした副業は、

収⼊獲得志向型副業との性格はより弱く、スキル獲得志向型副業の傾向が強いことが確認
される。本業における労働時間が短縮されたなかで、将来のキャリアにむけたスキルの向上
を、副業を通じて得ようと考えていることがわかる。また、労働時間の短縮や離職がきっか
けとして副業をしている場合は、転職・独⽴志向型副業、趣味・余暇活⽤志向型副業の傾向
が強いことも観察された。 

⼀⽅、⾮正社員については、コロナきっかけの収⼊減の副業は収⼊獲得志向型副業、転職・
独⽴志向型副業の傾向が強く10、正社員とほぼ同様の結果となっている。⼀⽅、スキル獲得
志向型副業、趣味・余暇活⽤志向型副業の傾向は弱いことがより明確に出ている。また、正
社員と同様、労働時間短縮をきっかけとした副業はスキル獲得志向型副業の傾向が強い。 
 
 
6. 分析結果のまとめと課題 

本論⽂は、独⾃に実施されたインターネット調査を⽤いて、新型コロナウイルスの感染拡
⼤をきっかけとして保有された副業がウェルビーイングに与えた影響と、それらの副業が
どのような⽬的で持たれていたかを明らかにした。 

コロナ下の副業保有の 4 割はコロナきっかけによる理由であり、その中で 7 割ほどは所
得減を理由にしている。⼀⽅で、副業を希望・保有する理由により本⼈のウェルビーイング
に差異があることがわかった。コロナきっかけ理由による副業希望・保有者のウェルビーイ
ングは副業⾮希望者やコロナきっかけ以外の理由の副業希望・保有者よりも総じて低い。ま
た、コロナきっかけ以外の理由の場合においては、副業保有者の⽅が副業希望者よりもウェ
ルビーイングが⾼いが、コロナきっかけ理由の場合では、逆に総じて副業保有者の⽅が低く
なっていた。 

ただし、コロナによるきっかけであっても、その内容によって差異が存在する。リモート
ワーク理由の副業希望・保有者のウェルビーイングの状況は、コロナきっかけ以外の理由の
副業希望・保有者と似た傾向がある。⼀⽅で、労働時間短縮や休業といった理由の副業は特
に副業保有者のウェルビーイングが低くなっていた。リモートワーク以外のコロナきっか
け理由の副業希望・理由は⾃らの⾃発的な意思ではなく、厳しい経済状況の中、追い込まれ
ての副業希望・保有であるので、そもそもそのニーズがあること⾃体、ウェルビーイングは
低くならざるを得ないし、副業ができたとしてもそれが本意ではないことで様々な負担が
⽣じることが予想され、ウェルビーイングは必ずしも⾼まらないと考えられる。このように
副業の従事者への影響を考える場合、「追い込まれ型副業」か「⾃発的本意型副業」である
かを⾒極める必要がある。 

 
10 ただし、転職・独⽴志向型は 10％有意⽔準でやや弱い。 
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しかしながら、特に、正社員において、「追い込まれ型副業」のマイナス⾯が強く出てい
る休業、労働時間短縮理由の副業はその⼀⽅で、スキル獲得志向型副業の傾向が強く、今の
ウェルビーイングは低くても将来、スキルが獲得できればウェルビーイングも⾼まること
が期待されるという意味で、未来志向的な副業として評価できるかもしれない。 
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図表1-1. 副業率・副業希望率の推移 

 
出所）総務省「就業構造基本調査」 
注）副業率は有業者に占める副業を持つものの割合。副業希望率は有業者に占める追加就業希望者の割合であ
る。兼業農林漁家は、本業もしくは副業が農林漁業である有業者とする。 
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図表 1-2. ⼆⼈以上世帯の世帯主の副業率 

 
出所）総務省「家計調査（⼆⼈以上世帯）」 
注）⼆⼈以上勤労者世帯の世帯主が本業の仕事以外に副業を持っているか、もしくは事業を営んでいるかを副
業率として集計している。勤労者世帯とは、世帯主が会社・官公庁・学校・⼯場・商店などに勤めている世帯
であり、世帯主が社⻑や取締役などである場合は除かれる。  
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図表２. コロナきっかけによる副業希望・保有の割合 

 
出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 

  

正社員＋⾮正社員 独⽴⾃営
副業希望 35.0% 44.9%
副業保有 28.9% 33.0%
副業希望 11.9% 11.2%
副業保有 7.0% 7.3%
副業希望 4.8% 6.9%
副業保有 5.5% 7.3%
副業希望 11.1% 8.9%
副業保有 8.6% 5.7%
副業希望 2.1% 1.2%
副業保有 2.1% 1.9%
副業希望 7.6% 4.6%
副業保有 5.6% 3.8%
副業希望 12.1% 6.0%
副業保有 2.3% 1.5%
副業希望 72.3% 65.9%
副業保有 42.8% 43.3%
副業希望 27.7% 34.1%
副業保有 57.2% 56.7%

その他

新型コロナ関連理由以外

新型コロナ関連理由計

収⼊減

家族収⼊減

休業

労働時間短縮

離職

リモートワーク
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図表３. 本業雇⽤者における新型コロナウイルスきっかけによる副業の重複 

 
出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 
注）本業が雇⽤者であるサンプルを対象に集計。 
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図表 4. 個⼈属性・本業の属性がコロナ禍による雇⽤者の副業希望・保有に与えた影響 

 
出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 
注）本業が雇⽤者であるサンプルを対象にプロビット分析により推定。アスタリスク*、**、***はそれぞれ有意⽔準 10%、
5%、1%で各変数の係数が 0 であるという帰無仮説を棄却することを⽰す。 
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図表 5. コロナきっかけによる副業希望・保有が雇⽤者のウェルビーイングに与える影響

(a) 幸福度（11 段階） 
 

 
(b) ⽣活満⾜度（11 段階） 
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(c) 本業仕事満⾜度（5 段階） 

 

 
(d) メンタルヘルス（10-50） 

 
出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 
注）本業が雇⽤者であるサンプルを対象に集計。 
 
  



19 
 

図表 6-1. コロナきっかけ副業とコロナ以外副業との間のウェルビーイング指標への影響の⽐較（正社員） 
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出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 

注）本業が正社員であるサンプルを対象に順序プロビット分析で推定。アスタリスク*、**、***はそれぞれ有意⽔準
10%、5%、1%で各変数の係数が 0 であるという帰無仮説を棄却することを⽰す。 
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図表 6-2. コロナきっかけ副業とコロナ以外副業との間のウェルビーイング指標への影響の⽐較（⾮正社員） 
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出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 

注）本業が⾮正社員であるサンプルを対象に順序プロビット分析で推定。アスタリスク*、**、***はそれぞれ有意⽔準
10%、5%、1%で各変数の係数が 0 であるという帰無仮説を棄却することを⽰す。 
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図表 7-1. 副業のきっかけと将来⽬標別の副業保有との関係（正社員） 

 
出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 
注）本業が正社員であるサンプルを対象にプロビット分析で、副業に対する志向の内容別の副業保有への影響を推定。
アスタリスク*、**、***はそれぞれ有意⽔準 10%、5%、1%で各変数の係数が 0 であるという帰無仮説を棄却すること
を⽰す。 
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図表 7-2. 副業のきっかけと将来⽬標別の副業保有との関係（⾮正社員） 

 
出所）経済産業研究所「With コロナ・AI 時代における新たな働き⽅に関するインターネット調査」 
注）本業が⾮正社員であるサンプルを対象にプロビット分析で、副業に対する志向の内容別の副業保有への影響を推定。
アスタリスク*、**、***はそれぞれ有意⽔準 10%、5%、1%で各変数の係数が 0 であるという帰無仮説を棄却すること
を⽰す。 
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